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· テレワークという働き方をご存知ですか？
テレワークとは「IT（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」と定義されています。国土交通省の調査によれば、テレワーカー（1週間に8時間以上、会社以外でITを利用できる環境において仕事を行う人）の日本の就業者人口に対する割合は、2002年で6.1％（約330万人）、2005年で10.4％（約560万人）2008年で15.2％（約820万人）と着実に増加しており、政府は今年度までに20％（約1,000万人）に引き上げることを目標に掲げています。
では、テレワークの導入によってどのような効果が期待され、一方でどのような問題点が想定されるのでしょうか？

１．経営者にとっての期待効果
①組織変革と経営のスピード化の促進
ネット上でのコミュニケーションが進むため、指示や情報伝達が組織内または組織をも超えて水平的な広がりを持つことになり、かつスピード化が図られる。
②有能な人材の囲い込み
育児や介護による離職を防ぎ、高齢者の肉体的な負担も軽減できる。
③オフィスコストの削減

必ずしも人数分の机や椅子、スペースが必要ない。

２．就業者にとっての期待効果

①仕事の生産性・効率性の向上

自分の都合の良い時間に集中して仕事に取り組むことができる。

②通勤の肉体的・精神的負荷の軽減

首都圏で往復3時間、近畿・中部圏では2時間を超える通勤から解放される。

③家庭内でのコミュニケーションの良好化

主として自宅での仕事のため、家族と接する時間が必然的に増える。

④ワーク･ライフ･バランスの確保

自分の裁量で仕事ができ、多様なライフスタイルへの対応が可能である。

３．社会的な観点から見た期待効果

①大都市集中の緩和と地域活性化

場所と時間の制約を受けないため、交通混雑の緩和や地方での就業が可能となる。②雇用創出と新規産業の創出

通勤が困難な障害者、高齢者、出産育児中の女性等の就業機会が増加する。

③地球環境負荷の軽減

大都市での通勤や物流総量が抑制され、ＣＯ2の削減等が期待される。

一方、問題点としては、労働時間管理や業務評価の仕方が困難、在宅勤務によるコミュニケーション・ロスの発生、ネットを媒介することによるセキュリティへの懸念等が挙げられています。しかし、これらの問題はすべて様々な知恵を出すことにより解決可能なことと考えられますので、今後導入可能な職種や自律的な働き方・自己管理が十分にできる従業員には積極的に取り入れていくべきと考えます。　（工藤克己）
